
北区との普通会計の比較（歳入） 

特別区税

41,672

(23.0%)

特別区交付金

61,448

(33.8%)

国庫支出金

38,883

(21.4%)

都支出金 10,411 

(5.7%)

地方消費税交付金

5,551 (3.1%)

その他 23,606 

(13.0%)

総 額

181,571

(100%)

 板橋区の平成２４年度 普通会計 歳入決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 
 

●歳入における板橋区と北区の比較 

 構成比でみると特別区税については、板橋区は23.0％に対し、北区は19.4％となっているが、使途が限定されていない特別区税
と特別区交付金を合わせた割合は、板橋区、北区ともに55％前後でほぼ変わらない。一方、依存財源である特別区交付金、国庫支出
金、都支出金、地方消費税交付金の割合は、板橋区が64％、北区が60.2％で、板橋区の方が若干高い。 
 

北区の平成24年度 普通会計 歳入決算額・構成比 
                  （単位:百万円、％） 

特別区税

25,547

(19.4%)

特別区交付金

46,374 

(35.2%)
国庫支出金

22,670

(17.2%)

都支出金

6,752

(5.1%)

地方消費税交付金

3,566

(2.7%)

その他 26,807 

(20.4%)

総 額

131,717

(100%)

人口 
(H25.1.1現在) 

板橋区 537,375人 
面積 

(H24.10.1現在) 

板橋区 32.17㎢ 

北区 333,132人 北区 20.59㎢ 
人口：住民基本台帳 
面積：特別区の統計 平成24年版 

（平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） （平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） 



北区との普通会計の比較（歳出） 

 板橋区の平成24年度 普通会計 歳出決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 

●歳出における板橋区と北区の比較 

 構成比でみると人件費、物件費、補助費等、普通建設事業費、公債費等で板橋区と北区で大きな違いはない。扶助費については、
板橋区が38.9％に対し、北区が31.4％と板橋区の方が上回っている。一方、積立金については板橋区の1.0％に対し、北区は7.2％
と、こちらは北区の方が上回っている。 

北区の平成24年度 普通会計 歳出決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 

（平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） （平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） 

人件費 33,446

(18.8%)

物件費 28,827 

(16.2%)

維持補修費 850 

(0.5%)
扶助費 69,065 

(38.9%)

補助費等 8,208 

(4.6%)

普通建設事業費

12,994

(7.3%)

公債費 5,659 

(3.2%)

積立金 1,824 

(1.0%)

貸付金 54 

(0.0%)

繰出金 16,843 

(9.5%)

総 額

177,770

(100%)

人件費

23,974

(18.9%)

物件費

19,485

(15.4%)

維持補修費 948

(0.7%)

扶助費 39,789

(31.4%)

補助費等

5,716 

(4.5%)

普通建設事業費

9,155

(7.2%)

公債費 3,640 

(2.9%)

積立金 9,093

(7.2%)

貸付金 2,246 

(1.8%)

繰出金 12,779 

(10.1%)

災害復旧事業費

71

( 0.1%) 投資及び出資金

3

(0.00%)

総 額

126,900

(100%)



 練馬区との普通会計の比較（歳入） 

特別区税

41,672

(23.0%)

特別区交付金

61,448

(33.8%)

国庫支出金

38,883

(21.4%)

都支出金 10,411 

(5.7%)

地方消費税交付金

5,551 (3.1%)

その他 23,606 

(13.0%)

総 額

181,571

(100%)

 板橋区の平成２４年度 普通会計 歳入決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 
 

●歳入における板橋区と練馬区の比較 

 使途が限定されていない特別区税及び特別区交付金を合わせた割合は、板橋区が56.8％、練馬区が60.5％であり、若干、練馬区
の方が高くなっている。 
 一方、依存財源である特別区交付金、国庫支出金、都支出金、地方消費税交付金の割合は、板橋区が64％、練馬区が62％であり、
若干、板橋区の方が高くなっている。   
 
  
 

練馬区の平成24年度 普通会計 歳入決算額・構成比 
                  （単位:百万円、％） 

特別区税

60,443 

(26.5%)

特別区交付金

77,527 

(34.0%)

国庫支出金

42,342 

(18.6%)

都支出金

14,835

(6.5%)

地方消費税交付金

6,590 (2.9%)

その他 26,337 

(11.5%)

総 額

228,073

(100%)

人口 
(H25.1.1現在) 

板橋区 537,375人 
面積 

(H24.10.1現在) 

板橋区 32.17㎢ 

練馬区 709,262人 練馬区 48.16㎢ 
人口：住民基本台帳 
面積：特別区の統計 平成24年版 

（平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） （平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） 



練馬区との普通会計の比較（歳出） 

 板橋区の平成24年度 普通会計 歳出決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 

●歳出における板橋区と練馬区の比較 

 構成比でみると人件費、物件費、補助費等、普通建設事業費、公債費等で板橋区と練馬区で大きな違いはない。扶助費については、
板橋区が38.9％に対し、練馬区が32.7％と板橋区の方が上回っている。 
  
 
 
 
  
 

練馬区の平成24年度 普通会計 歳出決算額・構成比 
                   （単位:百万円、％） 

（平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） （平成24年度 特別区決算状況（東京都総務局 平成25年12月）） 

人件費 33,446

(18.8%)

物件費 28,827 

(16.2%)

維持補修費 850 

(0.5%)
扶助費 69,065 

(38.9%)

補助費等 8,208 

(4.6%)

普通建設事業費

12,994

(7.3%)

公債費 5,659 

(3.2%)

積立金 1,824 

(1.0%)

貸付金 54 

(0.0%)

繰出金 16,843 

(9.5%)

総 額

177,770

(100%)

人件費 43,559

(19.6%)

物件費 33,413 

(15.0%)

維持補修費

2,560

(1.1%)

扶助費 72,771 

(32.7%)

補助費等 12,783 

(5.7%)

普通建設事業費

23,978

(10.8%)

公債費

10,498

(4.7%)

積立金 509 

(0.2%)

貸付金 1445

(0.6%)

繰出金 21,072 

(9.5%)

総 額

222,590(

100%)


